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Commission on Environment and Development」、委員長の名前を取り「ブルントラント委員
会」と呼ばれることもある）。この委員会から、1987年に「Our Common Future（我ら共有の未
来）」という報告書が提出された。報告書では、「持続可能な開発」について言及している。
　1992年、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで「国連環境開発会議」（「地球サミット」とも呼ば
れ、また「リオ・サミット」と呼ばれることもある）が大規模に開催された。この会議では「リ
オ宣言」が採択された。「リオ宣言」は環境・資源保護・持続可能な開発を扱っており、さらに
「アジェンダ21」などの実行ルールが採択された。「アジェンダ21」は持続可能な開発を実現す
るための行動計画であり、環境・資源の保全のみならず貧困、人口などその内容は広範囲にわた
る。「アジェンダ21」の進捗状況を監視するために、1992年の総会で「持続可能な開発委員会」
の設置が決定した。
　地球温暖化の進展にともない、1994年に「気候変動枠組条約」が締結され（197カ国）、さら
に３年後の1997年に京都で開催されたCOP3で地球温暖化に関する「京都議定書」が採択された。
　2000年にはニューヨークの国連本部でミレニアム・サミットが開催され、国連ミレニアム宣言
が採択された。さらにこの宣言をもとにした「ミレニアム開発目標（MGDs）」が採択された。
MGDsはSDGs（2030アジェンダに記載）の前身に当たるもので、2015年末までに達成すべき８
つの目標を掲げている。その目標は
①極度の貧困と飢餓の撲滅
②初等教育の完全普及の達成
③ジェンダー平等推進と女性の地位向上
④乳幼児死亡率の削減
⑤妊産婦の健康の改善
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⑥HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止
⑦環境の持続可能性確保
⑧開発のためのグローバルなパートナーシップの推進
である。目標は環境のみならずかなり広範囲にわたっている。
　2002年には南アフリカのヨハネスブルグで「持続可能な開発世界首脳会議」が開催され、
2012年にはブラジルのリオ・デ・ジャネイロで「国連持続可能な開発会議」（「リオ＋20」とも呼
ばれる）が開催された。「リオ＋20」では以下の二つのテーマが話し合われた。
①グリーン経済への移行
②「持続可能な開発」のための新たな枠組み
また、「持続可能な開発目標（SDGs）」についての話し合いも開始された。
　地球温暖化については、2015年にフランスのパリでCOP21が開催され、「京都議定書」の後
継として「パリ協定」が採択された。
　2015年には、「国連持続可能な開発サミット」が開催され、「われわれの世界を変革する：持
続可能な開発のための2030アジェンダ」（SDGsを含む）が採択された（この部分は拙稿「SDGs
に関する一考察」『神奈川大学経営学部国際経営論集第58号』より引用した）。
３．持続可能な開発（2030アジェンダとSDGs）について
３ １　前文
　SDGs を含む「われわれの世界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」（以下、
「2030アジェンダ」と略記する）について、この文章の最初に以下のような記述がある。なお、
日本語訳は外務省仮訳をもとにしている。
このアジェンダは、人間、地球及び繁栄のための行動計画である。これはまた、よ
り大きな自由における普遍的な平和の強化を追求するものでもある。我々は、極端
な貧困を含む、あらゆる形態と側面の貧困を撲滅することが最大の地球規模の課題
であり、持続可能な開発のための不可欠な必要条件であると認識する。
　この文章より、「人間、地球、繁栄のため」という大きな目標がわかる。また「大きな自由に
おける普遍的な平和」も大きな目標の一つであることがわかる。また、「あらゆる貧困の撲滅」
.
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が持続可能な開発のためには絶対必要であるとの考え方が見て取れる。
また前文では
誰一人取り残さない
と述べており、対象が「すべての人間」であることがわかる。
　さらに前文では
今日我々が発表する持続可能な開発のための17の目標（SDGs）と169のターゲット
はこの新しく普遍的なアジェンダの規模と野心を示している。これらの目標とター
ゲットは、ミレニアム開発目標（MDGs）を基にして、ミレニアム開発目標が達成
できなかったものを全うすることを目指すものである。
と述べている。この文章より、SDGsがMDGsの後継であることがわかる。また、17の目標
（SDGs）と169のターゲットの具体的な行動計画であることがわかる。
　最後に、前文では以下の文章もある。
これらの目標及びターゲットは、統合され不可分のものであり
この文章より、目標及びターゲットは全体として一つのシステムとなっていることがわかる。
３ ２　17の目標
　SDGsの17の目標は次のとおりである。
①あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
②飢餓を終わらせ、食糧安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進
する
③あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する
④全ての人々への、包括的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を
促進する
⑤ジェンダー平等を達成し、全ての女性及び女児の能力強化を行う
⑥全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する
⑦全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス
を確保する
.
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⑧包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的な雇用とは　
たらきがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。
⑨強靭（レジリエント）なインフラの構築、包括的かつ持続可能な産業化の促　
進及びイノベーションの推進を図る
⑩各国内及び各国間の不平等を是正する
⑪包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現　
する
⑫持続可能な生産消費形態を確保する
⑬気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
⑭持続可能な開発のための海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する
⑮陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対応、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する
⑯持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての人々に司法へのア
クセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度
を構築する
⑰持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活
性化する
　目標は経済・産業、社会、環境、人間と広範囲にわたるが、特に人間を重視している点に特色
がある。「2030アジェンダ」では
「われら人民は」というのは国連憲章の冒頭の言葉である。今日2030年への道を歩
き出すのはこの「われら人民」である。我々の旅路は、政府、国会、国連システム、
国際機関、地方政府、先住民、市民社会、ビジネス・民間セクター、科学者・学会、
そして全ての人を取り込んでいくものである。数百万の人々がすでにこのアジェン
ダに関与し、我が物としている。これは、人々の、人々による、人々のためのア
ジェンダであり、そのことこそが、このアジェンダを成功に導くと信じる。
と述べられており、人間を重視していることがわかる（この部分は拙稿「SDGsに関する一考
察」『神奈川大学経営学部国際経営論集第58号』より引用した）。
４．日本のSDGsについて
　日本においては、SDGsを推進するために総理大臣を本部長とする「持続的な開発目標推進本
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部」が2016年５月に設置され、さらに広範な関係者が意見交換を行う「SDGs円卓会議」が推進
本部の下に設置された。この会議の意見をもとに2016年12月に「持続的な開発目標（SDGs）実
施指針」が策定された。この指針は
日本が2030アジェンダの実施にかかる重要な挑戦に取り組むための国家戦略である
とされ、ビジョンについては
持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の総合的向上が実
現された未来への先駆者を目指す
と説明されている。このビジョン達成のため次に示す８つの優先課題を掲げている。
（People　人間）
１　あらゆる人々の活躍の推進
２　健康・長寿の達成
（Prosperity　繁栄）
３　成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション
４　持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備
（Planet　地球）
５　省・再生可能エネルギー、気候変動対策、循環型社会
６　生物多様性、森林、海洋等の環境の保全
（Peace　平和）
７　平和と安全・安心社会の実現
（Partnership　パートナーシップ）
８　SDGs実施推進の体制と手段
　また、以下のような五つの実施のための主要原則が掲げられている。
（１）普遍性
（２）包摂性
（３）参画性
（４）統合性
（５）透明性と説明責任 
環境教育とSDGsに関する一考察
　この実施指針の優先分野に取り組むために、2017年12月に「SDGsアクションプラン2018」、
2018年６月に「拡大版SDGsアクションプラン2018」、2018年12月に「SDGsアクションプラン
2019」、2019年６月に「拡大版SDGsアクションプラン2019」が策定された。「拡大版SDGsアク
ションプラン2019」は
Ⅰ．SDGsと連動する「Society5.0」の推進
Ⅱ．SDGsを原動力とした地方創成、強靭かつ環境に優しい魅力的なまちづくり
Ⅲ．SDGsの担い手として次世代・女性のエンパワーメント
の３本柱を中核とする「日本のSDGsモデル」を提示している（この部分は拙稿「SDGsに関す
る一考察」『神奈川大学経営学部国際経営論集第58号』より引用した）。
５．環境教育とSDGs
　SDGsの17の目標の中には環境問題を直接対象としたものが存在する。目標６（水問題）、目標
７（エネルギー問題）、目標11（都市問題）、目標13（気候変動問題）、目標14（海洋・海洋資源の
保全）、目標15（陸域生態系の保護・回復、森林、砂漠化、生物多様性の損失の阻止）であるが、
他の目標も環境と係るものが少ない。たとえば、目標３のターゲット3.9では有害化学物質、大
気・水質・土壌の汚染を扱っている。日本のSDGsにおいてもビジョンを達成するための８つの課
題のうちの５（省・再生エネルギー、気候変動対策、循環型社会）、6（生物多様性、森林、海洋
の環境の保全）は地球環境問題である。地球環境問題はSDGsにおいて大きな比重を占めている
課題である。したがって、環境教育を考えるうえでSDGsは無視できない存在となっている。
　環境教育は「持続可能な開発」とはあまり関連せずに発展してきたが、1999年に提出された
中央環境審議会答申「これからの環境教育・環境学習－持続可能な社会をめざして」において環
境教育と持続可能な社会の関係が示された。この答申では「環境教育・環境学習は、持続可能な
社会の実現を指向するものである」との考え方が提唱された。2017年には国立教育施策研究所
『環境教育資料中学校編』東洋館出版において、「持続可能な社会の構築と環境教育」といった
内容が取り上げられ、環境教育と持続可能な社会が結びついていった。
　環境教育・環境学習が持続可能な社会の実現を指向するのであれば、どのような社会を指向し
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ているか示す必要がある。現在最大の環境問題になっている地球の温暖化の解決を目指すなら、
指向すべき社会は再生可能エネルギーを中心とする低炭素社会ということになる。このような将
来の社会像を示すことは重要なことである。田代は
これまでの環境教育は、ともすると環境問題教育となって、酸性雨、地球温暖化、
砂漠化、エネルギー資源の枯渇などの地球の悲惨な現状を伝えて、学習者の行動を
促そうとする取り組みになることがあった。
とし、これからの環境教育において大切なことは
「未来を自ら創っていくことができる」と子供たちに思わせることができるように
することであろう。
と述べている（田代直之「環境教育の内容・方法・カリキュラム」佐藤真久，田代直之，蟹江憲
史　編著『SDGsと環境教育第２章』学分社，pp.34-35，2017）。これらの点は環境教育において
留意すべき点である。
　環境教育は小学校・中学校・高等学校で学習してくる学生が多い。実際、最近のアンケート調
査においても小学校・中学校で環境について学んだ学生は100％、高等学校で環境について学ん
だ学生は85.7％とかなりの高率である（拙稿「環境意識に関する一考察」『埼玉女子短期大学研
究紀要第40号』に投稿中）。ただし、理科や社会科のように教科としての環境科は存在しておら
ず、体系的に学んでいるわけではない。
　以上の論点から短期大学・４年制大学の一般教養における環境教育の在り方を考察する。まず
第１に、入学してくる学生は一般的には環境を体系的には学習していないので、何らかの形で体
系化した環境学を教える必要がある。環境問題学習となる面もあるが、体系的に理解することは
必要である。第２に、指向すべき社会の呈示である。どのような社会を目指すべきかを考えさせ
る必要がある。第３に、自らが目指すべき社会の実現に向けて動き出す必要があるので、講義形
式の授業のほかにグループ学習などのアクティブラーニング的手法も必要となる。この３つの観
点から環境教育を再構成する必要がある。
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６．環境とアクティブラーニング
　環境対策やSDGsの実行には自ら考え、自ら実行し、さらに他とも協働できる能力が必要であ
る。このような能力を養うには従来の講義形式の授業のみでは難しく、アクティブラーニングと
いう授業方法が用いられている。本年度も、アクティブラーニングの一形態である「グループ学
習」を「くらしの科学」で実施した。昨年度も実施したが、学生のアンケートによると、「グ
ループ学習より講義形式の授業のほうがよい」と選択した学生が70.6.％に達した（拙稿「環境と
アクティブラーニング」埼玉女子研究紀要第39号）。
　グループ学習で討論のテーマは「台風の被害を少なくするにはどうしたらよいか」である。台
風が大型になり、発生する被害が膨大になったのは「地球の温暖化」が一因であることは説明し
てある。台風について厳密な気象学的知識を持つ学生は皆無であったが、そのような知識がなく
とも日常生活で経験しているので、台風の詳細（気象学的側面）は講義しなかった。ただし地球
温暖化の科学的側面は講義済みであった。学生の負担を考慮して事前の準備は課さなかった。前
年度のグループ学習の反省に立って、以下の二点を改めた。
１．いきなりブレーンストーミング（討論）に入ると、積極的な学生がいろいろな意見を提出
し、消極的な学生は少ししか提出せず、積極的な学生のみのブレーンストーミングになりか
ねない。このブレーンストーミングの欠点を解消するために、討論する前に各自に自分の考
えを配布したアクティブラーニング票（個人用）に記入するよう指示した。このアクティブ
ラーニング票（個人用）は最後に提出させた。
２．個人で記入するとき、グループ内で討論するときともにスマホを用いて調べても良いこと
にした。
グループ学習の順序は以下のとおりである。
①近くにいる学生同士でグループを作らせた。その結果、４人、４人の２つのグループが作られ
た。
②アクティブラーニング票（個人用）に記入させた。
③議長（進行役）と書記を決めた。アクティブラーニング票（グループ）も配布した。
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④議論を開始した（約20分）。討論結果はアクティブラーニング票（グループ）に記入した。
⑤討論が終了後、受講生全員に向けて各グループの討議の結果を発表した。
⑥発表終了後、アクティブラーニング票（グループ、個人）を提出した。
　提出されたアクティブラーニング票（個人用）に書かれていた内容は以下のとおりである。
・事前に避難圏内がわかれば、避難所を作り、高齢の方や移動が難しい方を優先して避難させる。
・ハザードマップを更新する。　 　・最新の台風情報を確認しておく。
・自衛隊をいち早く出動できるようにする。　 　・情報の正確さを確認する。
・市役所の対応をスムーズにできるようにする。　 　・外にものを置かない。
・メディアや町の放送で避難を促す。　 　・ろうそくなどを用意しておく。
・非常用品を備えておく。懐中電灯やタオルなど。
・窓は強化ガラスにする。　 　・自転車も自分の家に入れる（転倒防止）。
・家の周りの再点検をする。　 　・避難場所や道を確認しておく。
・台風直撃の日は全店閉める。前の日は２倍、３倍の水を仕入れる。
・車は地下のパーキングがあれば、そこに止めておく。
・電柱も折りたためるようなものができれば被害が減ると思う。
・先に自分の地域でどこが危険かを調べておく。　 　・木やへいを補強しておく（固定）。
・避難先の確認や持って行くものの準備をしておく。　 　・省エネ。二酸化炭素を減らす。
・台風が来る予想などテレビなどで情報を集めたり、当日までに準備をして、当日はあせること
がないようにする。
・二酸化炭素を減らす（省エネの家電製品の使用、レジ袋を使わない）。
・温室効果ガス排出量を減らす。
・地球温暖化（人間が原因）の対策をとる。　 　
・工場、自動車などの交通機関の排出量を減少させる。
・自動車の排出量が多く、また、ほとんどの人が利用しているので、電気自動車に変えていく。
　国から、電気自動車を使っている人に何かメリットをつける。
・窓や雨戸を閉めて、窓ガラスが割れたときに破片が飛ばないように、フィルムを張っておく。
　討論終了後のグループの発表内容は、地球温暖化対策を中心にしたグループと具体的な台風対
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策を中心にしたグループに分かれた。これは個人が書いたアクティブラーニング票（個人用）の
集計結果とも一致している。
　アクティブラーニング票（グループ用）に書かれている内容は以下のとおりである（便宜上、
グループ①、グループ②と名前をつける）。
グループ①
・非常用品の備蓄や避難場所を確認しておく。
・台風情報やハザードマップを確認する。
・台風直撃の日は全店閉める。
・身の回りの危険を予測して対策をする。
・自衛隊をいち早く出動できるようにする。
グループ②
・省エネを心がける。
・交通機関の温室効果ガス排出量の削減。
　アクティブラーニング票（グループ用）に書かれた内容はかなり少ないが、発表自体は態度、
内容ともに問題はなかった。発表時はアクティブラーニング票（個人用）をもとにしていたので
はないかと推測できる。発表終了後、アンケートを実施した。アンケートの内容と結果を以下に
示す。
　　実施日　2019年12月４日　第２限　「くらしの科学」　　提出者８名
　提出は自由であり、また研究や論文に使用する旨も伝えてある。アンケートの設問は以下のと
おりである。
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グループ学習アンケート
問１　あなたはグループ内の討論で積極的に意見を述べましたか。
　①自ら進んで積極的に意見を述べた。
　②意見は述べたが、積極的に参加したわけではない。
　③意見は述べなかった。
問２　書記（各メンバーの意見を記録したり、あるいは提出用紙の記入をする係）や議長（進行
役）はどのようにして決まりましたか。
　①自ら進んで引き受けるメンバーがいた。
　②自ら進んで引き受けるメンバーがいなかったので、他の方法で決めた。
　　決め方も書いてください。
問３　グループ内の討議は活発でしたか。
　①活発であった。
　②活発ではなかった。
問４　グループ学習は講義形式の授業に比べてどう感じましたか。選んだ理由も書いてください。
　①グループ学習のほうが良いと感じた。
　②講義形式のほうが良いと感じた。
問５　グループ学習について意見や感想があれば書いてください。
　アンケート結果を以下に示す。
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　上記の表で問４の③の50％は「講義形式」と「グループ学習」の両方が必要であると考えて
いる学生の割合である（問４に③はない）。
問２の結果
・１つのグループは「じゃんけん」で決めている。
問４の結果
（両方③）
・どちらかではなく普段講義形式で今日のようにたまにグループ学習が良いと思う。
・どちらともバランスよくやりたいと思った。
・両方違っていて良いと思いました。
（グループ①）
・自分の意見だけでなく、周りの違った意見や見方が知れてとても良いと思いました。
（講義形式②）
・講義は、グループ学習だけだと出てこないところも出るようになるから。また、世界はこのよ
うに進めているということもわかるから。
・楽だから。
問５の結果
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③②①設問
037.562.5問１
―5050問２
―2575問３
50（両方必要）12.537.5問４
表内の数値は百分率（％）表示である。
表１
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・積極的に話すのは難しいと思った。
・「講義のほうがいい」と答えたが、たまにはグループ学習があってもいいと思う。皆の意見に
触れたほうが良いから。
・いつもと違う感じでよかった。お互いの意見を出したり、他のグループの意見を聞いたり、自
分のグループが意見を述べたりしておもしろかった。
・交流が広がって、うれしいと感じた。
・グループで出した結果がグループによって考え方が全く違っておもしろいと思った。
・いろいろな意見が聞けて視野が広がった気がする。
・楽しかったです。
・グループ学習をすることによって、コミュニケーション力が広がりとてもよかった。
　以上の結果で前回（拙稿「環境とアクティブラーニング」『埼玉女子短期大学研究紀要第39
号』pp.1，2019）と大きく異なるのは、問４で「講義形式のほうが良いと感じた」という学生が
激減したことである。前回は70.6%であったが、今回は12.5%であった。「グループ学習のほう
が良いと感じた」は前回が29.4%、今回は37.5%であり、さらに今回選択肢にない「両方ともよ
い」と感じた学生が50%存在した。学生アンケートを見る限りでは、今回のグループ学習は成功
したと考えられる。今後も改良を重ね、50%の学生が望んでいるような講義とグループ学習が両
輪となる授業を行っていきたい。
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